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Considering the versatility of the “Environmental Impact Assessment Techniques for Eco-Compatible River-
Basin Management” to the East and Southeast Asia, we analyzed the Ise-Bay River-Basin as the objective. In order to 
grasp the artificial impact empirically, we collected various statistical data with spatial information from 1950 to 
2000. From the relationship with the emission reduction of the pollution load using the cleanup approach and the 
increment since 1950, the following were clarified; 1) Improvement of the sewage system diffusion rate and disposal 
capacity; and 2) Application of “Ecological Services” which consists of natural energy and biological purification. 
Because of delimitation, funds, and degradation of “Ecological Services”, the foremost tasks are quantification of 
“Ecological Services” and investigation of “Ecological Services” in marine areas. 
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１． はじめに 

 

自然共生型流域圏･都市再生技術研究イニシアティブ

(内閣府総合科学技術会議:第2期科学技術基本計画

(2001-2005)の重点分野･環境)を1つの重要な契機として,

｢流域圏｣と｢自然共生｣を軸に，広域的に環境の質を再

生･向上させる政策の定着を目指した研究開発が行われ
1,2,3,4,5)，最近では，東京湾，大阪湾流域と同様に人的作

用の累積が進む一方で，人口に比してなお多くの自然地

や農地を残す伊勢湾流域圏をフィールドに，高エネル

ギー投入型の環境改善策をどの程度｢生態系サービス｣活

用策へと転換できるかを主軸にした環境管理技術の開発

が行われている6)． 

流域圏研究においては，対象フィールドの環境変遷を，

人的作用が顕在化した時期を包含した長期的視点から把

握することが共通して重要である．この作業には，GIS

等汎用性の高いソフトウェアを使用して，各種統計デー

タを地理的･空間的情報と関連付けて収集，整理するこ

とが有効であり，すでにいくつかの流域圏7,8,9)において

実践されている．しかし，高度成長期以前まで遡れる

データの限界，多くの要因が複雑に関係し，本来的に多

面性を持つ流域を扱うことの困難さから，流域圏環境を

長期的かつ構造的に分析･把握することは未だ容易では

ない． 

以上を踏まえ，本稿では，まず，1970年代以前の未整

備であった空間情報データを推定し，1950年から2000年

まで均しく空間分布の変遷を追えるよう，人口や土地利 

 

 
図-1 本研究で用いた流域圏の状況ととらえ方 
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用など主要データを新たに整備した．そして，流域圏の

状況を場の特性，それを貫く水･物質循環，流域圏に作

用する人間活動という相互に影響し合う3主要素からな

るものと捉え，各種要素を具体的に表現するよう対象項

目を整理し，極力相互に関連させて俯瞰的に分析するよ

う努めた(図-1参照)．以上により，伊勢湾流域の環境変

遷を構造的に把握し，生態系サービスを活用した自然共

生型施策とその展開6)に役立つ基本情報の獲得を試みた．

なお，本稿では対象項目を図-1中の四角枠で囲われた

｢自然地形区分｣「標高」｢土地利用区分｣｢人口(分布)｣

｢物質(水物質循環への負荷)｣とし，海域は対象外とした．

表題を｢流域｣としているのは，このためである．河川水

系もインフラ整備の効果･影響と相まって，重要なサブ

要素となりうるが，議論が拡散するので，本稿の対象か

らは除外した． 

 

２．GISデータベースの整備と負荷量の算出 

 

(1) GISデータベース整備に使用した各種統計データ 

人為インパクトが伊勢湾流域に最も強く作用した高度

経済成長期を挟む1950年から2000年の50年間の環境変質

の把握には，GISでの作業が可能であり，流域(長野県の

一部，愛知県，岐阜県，三重県)に共通したデータが整

備され，国勢調査等の他の全国的なデータと整合性を有

する10)，国土交通省作成の国土数値情報を採用した．こ

の国土数値情報に加え，各種関係部局が作成した年鑑や

統計書，報告書を収集してデータベースを整備した(表-

1参照)． 

a) 場の特性に関するデータ 

標高データは，3次メッシュ内の50mメッシュの標高値

を相加平均し，3次メッシュの平均標高とした．自然地

形区分は，若松ら(2005)11)の地形区分を｢標高の高い水

源･上流域(山地)｣｢標高の低い水源･上流域(丘陵，砂礫

質台地)｣｢下流･低地(扇状地，後背湿地，自然堤防，三

角州･海岸低地)｣｢河川沿いの低地(谷底低地)｣｢海辺沿い

の低地(干拓地，埋立地，砂州･砂礫州)｣｢その他｣の6区

分に再編した． 

b) 人間活動と場の特性の両方に関わるデータ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土地利用データは，整備年度によりその区分が若干異な

るため，収集した4つの年度に共通する7区分(水田，畑，

森林，荒れ地，市街地，水域，その他)を設定して再編

した． 

c) 人間活動に関するデータ 

人口分布データについては，地域統計メッシュデータ

を用いた．当該データが存在しない1965年度以前は，過

去の国勢統計の市町村別人口データを1970年度の3次

メッシュ人口分布に従って按分して作成した．生活系汚

濁負荷の処理形態別人口は，上記方法にて算出した人口

分布データに，下水道普及率を乗じた(下水処理人口)．

次に，人口から下水処理人口を減じた値(非下水道人口)

に処理形態別人口構成比(合併浄化槽，単独浄化槽，計

画処理，自家処理)を乗じて各処理形態別人口を求めた．

下水処理場データは，所在地･放流先河川･1日あたりの

処理水量･流入水質及び放流水質(BOD，COD，SS，T-N，

T-P)を整理した．工業製造品出荷額は，工業メッシュ統

計データと製造品出荷額3次メッシュデータを用い，両

データが存在しない1985年度以前は，県別製造品出荷額

から変化率を算出し，その値を1982年度の3次メッシュ

製造品出荷額に乗じて求めた．飼養頭羽数は，1975年度

の農業センサス3次メッシュデータと同じ配分比率にな

るよう，1950年度から2000年度までの県別飼養頭羽数を

按分して作成した． 

 

(2) 排出汚濁負荷量の算出方法 

汚濁負荷量の推定は，生活系・工業系・畜産系の汚濁

負荷に加えて，市街地系，農地系からの面源負荷につい

ても行う12)必要があり，後二者には｢原単位法｣13)を採用

した．具体的内容は以下に合わせて説明する． 

a) 生活系排出汚濁負荷量の算出 

下水処理場を除く処理施設(し尿処理場，農業集落排

水施設，コミュニティプラント)からの汚濁負荷量は下

水処理場と比較して小さい7)として算定せず，｢1日あた

りの処理水量×放流水質(BOD，COD，T-N，T-P)｣(下水処

理場)，｢処理形態別人口×汚濁負荷量原単位｣(その他の

排出形態)を算出した(表-2参照)． 

b) 工業系排出汚濁負荷量の算出 

工業系排出汚濁負荷量の算出に用いた産業中分類別 

若松加寿江･久保純子･松岡昌志･長谷川浩一･杉浦正美(2005)：日本の地形・地盤デジタルマップ標高の高い水源･上流域，標高の低い
水源･上流域，下流･低地，河川沿いの
低地，海辺沿いの低地

自然地形区分

国土数値情報(1975，1980)．畜産統計．畜産物流統計．農林水産累計統計．完結 昭和国勢総覧第1巻(1991)
長野県の統計情報．岐阜県統計書デジタルアーカイブ．愛知県累年統計表．三重県累年統計表

牛，豚，鶏に分類飼養頭羽数

国土数値情報(1977，1982)．工業統計メッシュ(1990，1995，2000)．完結 昭和国勢総覧 第1巻(1991)．日本の長期統計系列製造品出荷額工業製品出荷額

下水道統計普及状況(1962，1965~1986，1988，1989~2001，2004)．廃棄物処理事業実態調査結果(1995~2005)．廃棄物処理事業実態調査統計資料(1976~1994)．日
本の廃棄物処理(1995~2000)．日本の廃棄物’85(1963~1982)．環境統計集(2002)．第3回世界水フォーラム浄化槽分科会要旨集(2003)
長野県の統計状況．岐阜県統計書デジタルアーカイブ．あいちの下水道．みえData Box

下水処理人口，非下水処理人口(単独
浄化槽使用人口，合併浄化槽使用人
口，計画処理人口，自家処理人口，未
処理人口)

生活系処理形態別
人口

地域統計メッシュ(1970，1975，1980，1985，1990，1995，2000)．国勢調査 市町村別人口推計(1950，1955，1960，1965，1970)総人口，1次，2次，3次人口分布

下水道統計処理場施設，水処理施設，水質試験成績(1962，1965~1986，1988，1989~2001，2004)．水道年鑑(1960)．下水処理場ガイド 上巻(1991)所在地，放流先河川，1日あたり処理
水量，流入水質・流出水質(BOD，
COD，SS，T-N，T-P)

下水処理場

数値地図50mメッシュ標高日本-Ⅱ標高標高

国土数値情報(1976，1987，1991，1997)水田，畑，森林，荒れ地，市街地，水
域，その他に分類

土地利用

データソース項目名称

若松加寿江･久保純子･松岡昌志･長谷川浩一･杉浦正美(2005)：日本の地形・地盤デジタルマップ標高の高い水源･上流域，標高の低い
水源･上流域，下流･低地，河川沿いの
低地，海辺沿いの低地

自然地形区分

国土数値情報(1975，1980)．畜産統計．畜産物流統計．農林水産累計統計．完結 昭和国勢総覧第1巻(1991)
長野県の統計情報．岐阜県統計書デジタルアーカイブ．愛知県累年統計表．三重県累年統計表

牛，豚，鶏に分類飼養頭羽数

国土数値情報(1977，1982)．工業統計メッシュ(1990，1995，2000)．完結 昭和国勢総覧 第1巻(1991)．日本の長期統計系列製造品出荷額工業製品出荷額

下水道統計普及状況(1962，1965~1986，1988，1989~2001，2004)．廃棄物処理事業実態調査結果(1995~2005)．廃棄物処理事業実態調査統計資料(1976~1994)．日
本の廃棄物処理(1995~2000)．日本の廃棄物’85(1963~1982)．環境統計集(2002)．第3回世界水フォーラム浄化槽分科会要旨集(2003)
長野県の統計状況．岐阜県統計書デジタルアーカイブ．あいちの下水道．みえData Box

下水処理人口，非下水処理人口(単独
浄化槽使用人口，合併浄化槽使用人
口，計画処理人口，自家処理人口，未
処理人口)

生活系処理形態別
人口

地域統計メッシュ(1970，1975，1980，1985，1990，1995，2000)．国勢調査 市町村別人口推計(1950，1955，1960，1965，1970)総人口，1次，2次，3次人口分布

下水道統計処理場施設，水処理施設，水質試験成績(1962，1965~1986，1988，1989~2001，2004)．水道年鑑(1960)．下水処理場ガイド 上巻(1991)所在地，放流先河川，1日あたり処理
水量，流入水質・流出水質(BOD，
COD，SS，T-N，T-P)

下水処理場

数値地図50mメッシュ標高日本-Ⅱ標高標高

国土数値情報(1976，1987，1991，1997)水田，畑，森林，荒れ地，市街地，水
域，その他に分類

土地利用

データソース項目名称

表-1 データベース整備に使用した各種統計データ 
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表-2 生活系排出汚濁負荷量の算出に使用した原単位12) 

 
 

表-3 畜産系排出汚濁負荷量の算出に使用した原単位7,12,13,14) 

 

 

表-4 面源汚濁負荷量の算出に使用した原単位12,16) 

 
 

表-5 家庭下水基本原単位10,14,15,16) 

 

 

排出汚濁負荷量は，｢細分類排水量原単位(m3/日/百万

円)｣と｢細分類別排水水質原単位(mg/L)｣12)，平成12年度 

工業統計表に記載された｢全国産業細分類別出荷額(百万

円)｣から設定し7)，メッシュ製造品出荷額を乗じて算出

した． 

c) 畜産系排出汚濁負荷量の算出 

畜産系排出汚濁負荷量は，飼育形態により大きく変化

する12,13)と言われていることから，本稿ではそれらの飼

育形態を考慮した既往研究12)の畜産系排出汚濁負荷量原

単位に飼養頭羽数を乗じて算出した(表-3参照)． 

d) 面源(森林･農地･市街地)汚濁負荷量の算出 

各面源汚濁負荷量は，既往研究12,13,14,15)の原単位を使

用した．水田の汚濁負荷量は，排出される総量から用水

の負荷量を差引いた純排出負荷量12)とした(表-4参照)． 

e) 下水処理・浄化槽等による浄化対策 

1970年代後半から1980年代前半にかけて各地で実施さ

れた家庭下水の実測調査のデータ12,13,14,16,17,18)に基づき，

無処理で個々の家庭から排出される家庭下水基本原単位

を設定した(表-5参照)．この値を用いて，1950年から

2000年の50年間の人口増加による汚濁負荷の増大を算出

することは，現在までの浄化対策の効果やその依存の程

度の議論を可能にすると考えた． 

 

３．環境変遷の分析結果 

 

2章で述べたデータ整備および算定法より得た環境変

遷に関する情報を，図-1の3つの主要素間の関係という

切り口から以下に分析した． 

 

(1) 場の特性の変化と人間活動との関わり 

a) 人口増が生じた自然地形区分 

人口は，593万6,051人(1950年)から1,057万9,395人

(2000年)となり，50年間で約460万人(1.78倍)増加した

(図-2参照)．この人口増加は，自然地形区分別に見ると，

｢標高の低い水源･上流域｣が236万人(2.06倍増)と最も多

く，次いで，｢下流･低地｣が165万人(1.82倍増)，｢谷底

低地｣が50万人，｢海岸沿いの低地｣が21万人と続き，｢標

高の高い水源･上流域｣が唯一減少(7万7,000人)していた

(図-2，3参照)． 

b) 土地利用区分の変化 

著しい人口増加の傾向を示した｢標高の低い水源･上流

域｣では，主に森林と水田が市街地に改変され，人口増

加に寄与した(図-4上参照)．これは，高度経済成長に伴

う都市住宅需要の急増から，森林および水田が都市近郊

に広くまとまって残る土地として，評価され，開発が進

んだため19)と考えられた．また，｢下流･低地｣では，主

に水田が市街地に改変されて人口増加に寄与した(図-4

下参照)．これは，都市住民の急増による宅地不足，地

価高騰が水田売却20)に拍車をかけたためと考えられた． 

土地利用区分別の面積割合では，市街地が5%から10%，

水田が14%から11%，畑が6%から5%，荒れ地が3%から2%と

いう変化がある一方で，森林は1950年から2000年の50年

間で量的変化は見られなかった．これは，伊勢湾流域に 

 

 
図-2 1950年から2000年の自然地形区分別の人口推移 

(自然地形区分｢その他｣の人口増減は小さく，グラフには表現

できていない) 
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0.903.0017.0032.000.909.0010.0018.001985以前

雑排水 (ｇ/人・日)し尿 (ｇ/人・日)
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0.2250.2250.2250.225鶏

5.6005.6005.6005.600豚
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12.00013.00012.00010.000豚
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0.0000.0000.0000.000鶏
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T-PT-NCODBOD
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図-3 自然地形区分からみた人口分布と増減の状況 

 

 

 

図-4 50年間の土地利用の変遷 

(上:標高の低い水源･上流域，下:下流･低地．両者とも荒れ地

の出現は少なくグラフに表現されていない) 

 

発生した約400万人の人口増加が，流域の丘陵地･砂礫質

台地，沖積低地の土地利用を局所的に変化させたこと

(図-4参照)を示しており，流域の上流水源域の森林への

影響は小さいことが考えられた． 

(2) 人間活動が水物質循環に与えた大局的影響 

沖積平野周縁部から海側に集中した人口増と都市化の

進行による人間活動の増進は，河川水量を生み出す森

林･水源域に作用していないことから，人間活動が伊勢

湾流域圏全体の水･物質循環に与えた大局的な影響は，

水循環系に加えられた物質，すなわち汚濁負荷量(COD，

T-N，T-P)の経年変化を通して把握できると考えた(図-5

参照)．1950年から2000年までの50年間を通して，CODは 

 

 

 

 
図-5 処理形態別にみた排出汚濁負荷量の変遷 

(上から，6項目目までの単独浄化槽･合併浄化槽･自家処理･計

画処理(汲み取り)･未処理･下水処理を生活系負荷とする) 

 

市街地系面源負荷，工業系負荷，生活系負荷，T-Nは工

業系負荷と生活系負荷，T-Pは市街地系面源負荷，畜産

系負荷，工業系負荷，生活系負荷が有意な増加を示して

いた． 

次に，2000年の時点における汚濁負荷量の種類とその

削減に向けた対策を検討した．CODでは，生活系負荷は

25%であるのに対し，面源負荷はその約2倍弱の44%で

あった．27%と比較的高い値を示した工業系負荷は，す

でに具体的対策がとられているが，面源負荷のハード，

ソフトの両面からの対策は不十分である．工業系負荷，

生活系負荷の削減の動向とも関連して，森林管理技術の

開発，刈取後の水田への湛水20)など，面源負荷の削減施

策を検討する必要性が示唆された21,22,23,24)．T-Nについて

は，36%を占める生活系負荷のうち，13%は下水処理，
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13%は単独浄化槽に起因していた．T-Nの削減には，削減

に向けた各家庭での取り組み，浄化･処理技術の検討に

加え，排出されたNを有効活用する施策の立案が必要で

ある．T-Pについては，生活系負荷が32%，畜産系負荷，

工業系負荷もそれぞれ25%，20%と高い水準にあった．

COD，T-Nと比較して，畜産系負荷が強く起因しているこ

とからその対策が急務であり，家畜排せつ物の管理の適

正化と利用を検討する必要性25,26)が改めて確認された． 

今回，収集･新規作成した各種統計データは，整備規

模や時代背景、分類基準等に違いがあることから，これ

らのデータを完全に並列で単純比較することは難しく，

また，従来指摘されているように，汚濁負荷量算出に使

用した原単位，特に面源負荷の精度には課題を残してい

る．したがって，図-5に示した結果を吟味する際には，

上記課題に留意し，個々の数値ではなく，流域の全体的

な傾向把握に役立てるのが適当と考えられる．なお，

図-5の排出の傾向は高度経済成長期から現在を対象とし

た既往研究14,27,28)と比べ，大きな違いはないことが確認

できた． 

 

４．環境変遷の分析を自然共生型管理技術に生か

すという観点からの考察 

 

最後に，冒頭に述べた辻本ら(2006)6)による自然共生

型環境管理技術の開発に向けて，3章までの分析結果か

ら技術施策上の意味をさらに考察した．辻本ら(2006)6)

は，保全される生態系を“環境の鏡”とし，高エネル

ギー投入型の環境改善策をどの程度｢生態系サービス｣に

転換可能かを環境管理の主軸(“環境管理の鏡”)とした．

これを本稿の課題設定に換言すると，｢高度経済成長期

を中心とした人間活動の顕著な集積に伴い増加した汚濁

負荷量をどのようにあるべきレベル･バランスまで戻し，

生態系サービスの活用がどこまで可能か｣となる． 

そこで，この議論を展開するため，図-5のCODとT-Nを

編集した(図-6参照)．図-6の白矢印は，高度経済成長期

以前の1950年から現在までの排出汚濁増加量，黒矢印は，

浄化対策による排出汚濁削減量を表現している． 

まず，白矢印で示した排出汚濁増加量は，CODに比べ

てT-Nの増加が著しい．これは，排出汚濁負荷量を高度

経済成長以前のレベル･バランスに設定した場合，T-Nの

削減目標量が実質的に大きいことを示している．黒矢印

で示した排出汚濁削減量は，CODでは高度経済成長期以

前の1950年以降から増加傾向にあり，2000年の時点で，

その量は白矢印の排出汚濁増加量とほぼ等しくなってい

た．一方，T-Nでは，削減量に変化は見られず，2000年

の時点で，その量は白矢印の排出汚濁増加量の半分以下

であった．これらのことは，1950年以降実施されてきた

さまざまな浄化対策が，CODではその排出汚濁負除去量

の削減に効果があったが，T-Nではその効果が低かった

ことを示している．これからの生活系負荷の処理システ

ム整備においては，本稿で明らかになったT-Nの削減を

考慮する必要がある．そのためには，高エネルギー投入

型の手法だけではなく，｢生態系サービス｣を活用した環

境管理施策をその処理技術に取り込むよう検討しなけれ

ばならない．しかし，排出汚濁負荷量を高度経済成長期

以前の1950年のレベル･バランスに設定した場合，T-Nは

もちろん，CODにおいても高エネルギー投入型，｢生態系

サービス｣を活用した環境管理施策のどちらの手法を適 

 

 

 

 
図-6 浄化対策による物質負荷の削減 (上:COD，下:T-N) 

 

 

 
図-7 T-Nを例にした生態系サービスの展開 
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用しても，1950年レベル･バランスへの転換は現実的と

は言いがたい． 

そこで，生活系負荷の処理システム整備に向け，検討

すべき視点を図-7にまとめた．本稿では海域を対象外と

したため，排出汚濁負荷の海域での挙動を考慮していな

かった．図-6の浄化対策による物質負荷の削減状況をさ

らに詳細に把握するためには，海域での汚濁物質の挙動

と，流域圏での利用可能な生態系サービスのレベル･バ

ランスを把握する必要がある．この作業は，生態系サー

ビスの現状を考慮した環境管理施策の検討に有効である．

以上から，図-1のフレームを意識した本稿での議論は，

削減に取り組むべき物質とその排出形態，目指すべきレ

ベル･バランスの具体的設定等，環境管理施策の展開の

方向を示唆するものである． 
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